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(57)【要約】
【課題】ユニット式建物の構築に際し建物ユニットの搬
送を好適に実施し、しかも建物施工現場における作業工
数の低減を図る。
【解決手段】建物１０の屋根１３には一対の太陽光パネ
ル３６,３７が設置されている。建物１０はユニット式
建物であり、一対の太陽光パネル３６,３７は、二階部
分１２を構成する建物ユニット２０のユニット屋根部４
２上に載置されている。一対の太陽光パネル３６,３７
は回動軸部により回動可能に支持されており、それぞれ
の中間連結部がヒンジ部材により相対回動可能に連結さ
れている。太陽光パネル３６,３７はヒンジ部材とは反
対側の端部側が回動軸部により回動可能に支持されてお
り、回動軸部は支持レールに沿ってスライド移動可能と
なっている。太陽光パネル３６,３７は回動することに
より、ユニット屋根部４２の屋根面に対して平行な第１
状態と、屋根面に対して傾斜した第２状態とに移行可能
となっている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の柱と該柱に連結された天井大梁及び床大梁とを含んで構成され、複数組み合わさ
れることでユニット式建物を構築する建物ユニットであって、
　建物ユニット上部には太陽光発電を行う太陽光パネルを支持する支持手段が設けられて
おり、
　前記支持手段は、前記太陽光パネルを、前記建物ユニット上部における所定の端辺部に
対して平行となる角度を含む所定の角度範囲内で可動とするものであり、
　ユニット製造工場において前記支持手段に支持させて前記太陽光パネルが前記建物ユニ
ット上部に設置され、その状態で建物施工現場に搬送されることを特徴とする建物ユニッ
ト。
【請求項２】
　前記建物ユニット上部は陸屋根からなる屋根部であり、
　前記支持手段は、前記太陽光パネルが前記陸屋根の屋根面に対して平行となる状態を第
１状態、前記屋根面に対して傾斜した状態を第２状態として、これら各状態に移行可能に
前記太陽光パネルを支持するものであることを特徴とする請求項１に記載の建物ユニット
。
【請求項３】
　前記太陽光パネルとして、横並びに配置され、それぞれの一端部が中間連結部にて互い
に相対回転可能に連結された一対の太陽光パネルを備え、
　前記一対の太陽光パネルは、前記中間連結部とは反対側の各端部が前記屋根面の上を該
屋根面に沿ってスライド移動するように前記支持手段により支持されており、前記反対側
の各端部が前記スライド移動することでそれぞれが前記第２状態に移行して全体として山
形状になることを特徴とする請求項２に記載の建物ユニット。
【請求項４】
　前記柱はユニット四隅に配置され、その柱頭部は、他の建物ユニットの柱に対して連結
具により連結される被連結部となっており、建物施工現場での建物ユニット同士の連結作
業時に前記柱頭部に対して前記連結具が装着される建物ユニットであり、
　前記柱頭部は、前記一対の太陽光パネルのそれぞれが前記第１状態にある場合に前記太
陽光パネルにより上方から覆われ、前記第２状態にある場合に前記太陽光パネルの前記反
対側の端部がスライド移動することにより前記太陽光パネルには覆われずに露出されるこ
とを特徴とする請求項３に記載の建物ユニット。
【請求項５】
　前記屋根部には、複数の建物ユニット同士が隣り合わせで連結された場合に境界線とな
るユニット境界線から離間して主野地板が取り付けられており、
　前記屋根部において前記ユニット境界線と前記主野地板との間の離間部分は、前記複数
の建物ユニットが連結された場合に前記ユニット境界線を跨ぐように複数の建物ユニット
に対して設けられる繋ぎ野地板の取り付け部分であり、
　前記支持手段は前記太陽光パネルをスライド移動可能に支持する支持レールを有し、
　前記支持レールは前記主野地板の上に設けられていることを特徴とする請求項３又は４
に記載の建物ユニット。
【請求項６】
　前記太陽光パネルとして、横並びに配置され、それぞれの一端部が中間連結部にて互い
に相対回転可能に連結された一対の太陽光パネルを備え、
　前記中間連結部は、前記一対の太陽光パネルの間の離間距離を可変に調整可能であるこ
とを特徴とする請求項１又は２に記載の建物ユニット。
【請求項７】
　前記支持手段は、前記太陽光パネルを下方から支えるパネル支柱を有しており、
　前記パネル支柱は、起立状態と非起立状態とに移行可能であり、前記起立状態にある場
合に前記太陽光パネルを前記第２状態にて保持することを特徴とする請求項１乃至６のい
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ずれか１項に記載の建物ユニット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建物ユニットに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　太陽光が照射されることで発電を行う太陽光パネルが、複数の建物ユニットを組み合わ
せて構成されたユニット式建物に設置されていることがある。この場合、建物ユニットと
太陽光パネルとは工場からトラック等により別々に建物施工現場まで搬送される。例えば
特許文献１には、太陽光パネル付きの屋根ユニットと複数の建物ユニットとが別々に建物
施工現場に搬送され、建物施工現場において建物ユニットが基礎上に設置されるとともに
屋根ユニットが建物ユニット上に設置される構成が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１０－２９９１５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、太陽光パネルと建物ユニットとが別々に建物施工現場に搬送される構成
では、太陽光パネルを建物ユニットに取り付ける作業を建物施工現場にて行う必要がある
。したがって、ユニット式建物を構築する際に建物施工現場における作業工数の低減を図
る観点から見て改善の余地がある。
【０００５】
　また、建物ユニットは、トラック等の輸送手段によりユニット製造工場から施工現場に
搬送される。そのため、建物ユニットの搬送制限を考慮する必要もある。
【０００６】
　本発明は、ユニット式建物の構築に際し建物ユニットの搬送を好適に実施し、しかも建
物施工現場における作業工数の低減を図ることを主たる目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するために、第１の発明の建物ユニットは、複数の柱と該柱に連結され
た天井大梁及び床大梁とを含んで構成され、複数組み合わされることでユニット式建物を
構築する建物ユニットであって、建物ユニット上部には太陽光発電を行う太陽光パネルを
支持する支持手段が設けられており、前記支持手段は、前記太陽光パネルを、前記建物ユ
ニット上部における所定の端辺部に対して平行となる角度を含む所定の角度範囲内で可動
とするものであり、ユニット製造工場において前記支持手段に支持させて前記太陽光パネ
ルが前記建物ユニット上部に設置され、その状態で建物施工現場に搬送されることを特徴
とする。
【０００８】
　第１の発明によれば、太陽光パネルを建物ユニットに載せる作業や、太陽光パネルと建
物ユニットとを連結する作業といった太陽光パネルの設置作業がユニット製造工場におい
て行われるため、太陽光パネルと建物ユニットとを一体化した状態でまとめて建物施工現
場に搬送することができる。この場合、屋根部等からなる建物ユニット上部に太陽光パネ
ルを設置する作業を建物施工現場において省くことができる。また、太陽光パネルを、建
物ユニット上部における所定の端辺部に対して平行となる角度を含む所定の角度範囲内で
可動となる構成としたため、建物ユニットの搬送時において建物ユニット上部における太
陽光パネルの外方（例えば上方）への張出を極力小さくすることができる。この場合、太
陽光パネルと建物ユニットとを一体にしつつも、それらの建物施工現場への搬送を好適に
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実施できる。以上により、本発明によれば、ユニット式建物の構築に際し建物ユニットの
搬送を好適に実施し、しかも建物施工現場における作業工数の低減を図ることができる。
【０００９】
　なお、建物ユニット上部の端辺部とは、建物ユニットの上部における外周辺部分を意味
しており、建物ユニットの天井大梁を含む部位、又は天井大梁に沿って設けられる部位で
もある。
【００１０】
　第２の発明では、前記建物ユニット上部は陸屋根からなる屋根部であり、前記支持手段
は、前記太陽光パネルが前記陸屋根の屋根面に対して平行となる状態を第１状態、前記屋
根面に対して傾斜した状態を第２状態として、これら各状態に移行可能に前記太陽光パネ
ルを支持するものである。
【００１１】
　第２の発明によれば、建物ユニット上部としての屋根部が陸屋根である建物ユニットに
おいて、太陽光パネルが第１状態にある場合、太陽光パネルは陸屋根の屋根面に対して平
行になるため、建物ユニットに太陽光パネルを加えた高さ寸法を極力小さくできる。した
がって、太陽光パネルを第１状態に移行させることは、太陽光パネルと建物ユニットとを
まとめて建物施工現場に搬送する際に高さ方向の輸送制限を回避する上で有効である。ま
た、建物施工現場において建物ユニットの設置完了後には、太陽光パネルを傾斜させて第
２状態とすることにより太陽光パネルの受光面への太陽光の照射量を極力大きくすること
ができる。以上の結果、太陽光パネル付きの建物ユニットを搬送する上で好都合であると
ともに、太陽光パネルにより発電が行われる上で好都合な構成を実現できる。
【００１２】
　第３の発明では、前記太陽光パネルとして、横並びに配置され、それぞれの一端部が中
間連結部にて互いに相対回転可能に連結された一対の太陽光パネルを備え、前記一対の太
陽光パネルは、前記中間連結部とは反対側の各端部が前記屋根面の上を該屋根面に沿って
スライド移動するように前記支持手段により支持されており、前記反対側の各端部が前記
スライド移動することでそれぞれが前記第２状態に移行して全体として山形状になる。
【００１３】
　第３の発明によれば、横並びに配置された一対の太陽光パネルは、中間連結部とは反対
側の端部が中間連結部側に向けてスライド移動することにより第１状態から第２状態に移
行するため、第２状態にある場合の太陽光パネルの投影面積は第１状態にある場合に比べ
て小さくなる。したがって、ユニット式建物の構築に際して、太陽光パネルを第２状態に
移行させて投影面積を減少させることにより屋根部上面に空きスペース（太陽光パネルが
存在していないスペース）を確保でき、その空きスペースを利用して建物を構築するため
の各種作業を行うことができる。これにより、太陽光パネルを第２状態に移行させること
は、建物完成後において太陽光パネルにより行われる発電だけでなく、建物を構築する際
にとっても都合が良いと言える。
【００１４】
　また、太陽光パネルが第１状態にある場合は空きスペースが確保されていなくてもよい
ため、屋根面上において太陽光パネルの受光面を輸送制限にかからない範囲で最大限大き
くすることができる。
【００１５】
　第４の発明では、前記柱はユニット四隅に配置され、その柱頭部は、他の建物ユニット
の柱に対して連結具により連結される被連結部となっており、建物施工現場での建物ユニ
ット同士の連結作業時に前記柱頭部に対して前記連結具が装着される建物ユニットであり
、前記柱頭部は、前記一対の太陽光パネルのそれぞれが前記第１状態にある場合に前記太
陽光パネルにより上方から覆われ、前記第２状態にある場合に前記太陽光パネルの前記反
対側の端部がスライド移動することにより前記太陽光パネルには覆われずに露出される。
【００１６】
　第４の発明によれば、太陽光パネルの第２状態への移行に伴って確保される空きスペー
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スを利用して、柱頭部を上方に露出させることができる。したがって、建物施工現場にお
いて太陽光パネルを第２状態に移行させることにより、柱頭部に連結具を装着する作業を
空きスペースにて行うことができる。これにより、柱の上方に空きスペースが確保されな
い構成に比べて、建物ユニット同士の連結作業を容易化することができる。
【００１７】
　ここで、太陽光パネルの大型化を図ることにより太陽光パネルが第１状態で柱頭部の上
方を覆ってしまうと、建物ユニット同士の連結時にその連結作業が困難になるという不都
合が生じるが、上記構成では、太陽光パネルが第２状態で柱頭部の上方を避ける位置にあ
るため、連結作業を容易化するための作業スペースを柱頭部の上方に確保できる。
【００１８】
　第５の発明では、前記屋根部には、複数の建物ユニット同士が隣り合わせで連結された
場合に境界線となるユニット境界線から離間して主野地板が取り付けられており、前記屋
根部において前記ユニット境界線と前記主野地板との間の離間部分は、前記複数の建物ユ
ニットが連結された場合に前記ユニット境界線を跨ぐように複数の建物ユニットに対して
設けられる繋ぎ野地板の取り付け部分であり、前記支持手段は前記太陽光パネルをスライ
ド移動可能に支持する支持レールを有し、前記支持レールは前記主野地板の上に設けられ
ている。
【００１９】
　第５の発明によれば、建物ユニットにおいて主野地板はユニット製造工場にて先付けさ
れ、繋ぎ野地板は建物施工現場にて後付けされる。ここで、搬送時点では屋根部に繋ぎ野
地板が取り付けられておらず建物ユニットは未完成となっているため、建物施工現場にお
いて建物ユニットが設置された後、ユニット境界線を跨ぐように屋根部に繋ぎ野地板を取
り付ける必要がある。これに対して、太陽光パネルのスライド移動を可能とする支持レー
ルは主野地板に設けられているため、後付けの繋ぎ野地板を取り付ける際に支持レールが
支障となることを回避できる。
【００２０】
　第６の発明では、前記太陽光パネルとして、横並びに配置され、それぞれの一端部が中
間連結部にて互いに相対回転可能に連結された一対の太陽光パネルを備え、前記中間連結
部は、前記一対の太陽光パネルの間の離間距離を可変に調整可能である。
【００２１】
　第６の発明によれば、横並びに配置された一対の太陽光パネルは、それら太陽光パネル
の間の離間距離の増加に伴って第１状態から第２状態に移行するため、第２状態にある場
合の太陽光パネルの投影面積は第１状態にある場合に比べて小さくなる。したがって、ユ
ニット式建物の構築に際して、太陽光パネルを第２状態に移行させて投影面積を減少させ
ることにより屋根部上面に空きスペース（太陽光パネルが存在していないスペース）を確
保でき、その空きスペースを利用して建物を構築するための各種作業を行うことができる
。これにより、太陽光パネルを第２状態に移行させることは、建物完成後において太陽光
パネルにより行われる発電だけでなく、建物を構築する際にとっても都合が良いと言える
。
【００２２】
　また、太陽光パネルが第１状態にある場合は空きスペースが確保されていなくてもよい
ため、屋根面上において太陽光パネルの受光面を輸送制限にかからない範囲で最大限大き
くすることができる。
【００２３】
　第７の発明では、前記支持手段は、前記太陽光パネルを下方から支えるパネル支柱を有
しており、前記パネル支柱は、起立状態と非起立状態とに移行可能であり、前記起立状態
にある場合に前記太陽光パネルを前記第２状態にて保持する。
【００２４】
　第７の発明によれば、パネル支柱が起立状態と非起立状態とに移行可能であるため、パ
ネル支柱を非起立状態とすることにより、建物ユニットにパネル支柱を加えた高さ寸法を
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極力小さくできる。したがって、パネル支柱を非起立状態に移行させることは、パネル支
柱により状態保持される太陽光パネルと建物ユニットとをまとめて建物施工現場に搬送す
る際に高さ方向の輸送制限を回避する上で有効である。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本実施形態におけるユニット式建物の概要を示す斜視図。
【図２】建物ユニットの骨格を示す斜視図。
【図３】太陽光パネル装置付きの建物ユニットの斜視図。
【図４】太陽光パネルの支持構造を示す図。
【図５】太陽光パネル装置付きの建物ユニットのレール部周辺の断面図。
【図６】太陽光パネル装置付きの建物ユニットの平面図。
【図７】二階部分における建物ユニットの連結構造を示す平面図。
【図８】建物ユニットの設置作業の手順を示す図。
【図９】太陽光パネル制御システムに関する電気的な構成を示すブロック図。
【図１０】別の太陽光パネルの支持構造を示す図。
【図１１】別の太陽光パネルの支持構造を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明を具体化した一実施形態について図面を参照しつつ説明する。本実施形態
では、本発明を鉄骨ラーメンユニット工法により構築された二階建てユニット式建物にて
具体化している。図１はユニット式建物の概要を示す斜視図、図２は建物ユニットの骨格
を示す斜視図である。
【００２７】
　図１に示すように、住宅等の建物１０は、一階部分１１と二階部分１２と屋根１３とを
有している。屋根１３は略水平方向に延びる陸屋根となっており、その上面が水平方向に
延びている。建物１０においては外壁１６により建物内空間と屋外空間とが仕切られてい
る。また、一階部分１１及び二階部分１２は、それぞれ複数の建物ユニット２０が組み合
わされることで構成されている。
【００２８】
　図２に示すように、建物ユニット２０は、四隅に配置された柱２１と、隣り合う柱２１
の上端部を連結する天井大梁２２と、隣り合う柱２１の下端部を連結する床大梁２３とを
有しており、これら柱２１、天井大梁２２、床大梁２３により直方体状の骨格（フレーム
）が形成されている。柱２１は四角筒状の角形鋼よりなる。また、天井大梁２２及び床大
梁２３は断面コ字状の溝形鋼よりなり、溝部開放側を互いに向き合わせるようにユニット
内側に向けて配置されている。
【００２９】
　建物ユニット２０において長辺部（桁面）に沿って延び且つ相対する天井大梁２２の間
には、所定間隔で複数の天井小梁２５が架け渡されている。同じく長辺部に沿って延び且
つ相対する床大梁２３の間には、所定間隔で複数の床小梁２６が架け渡されている。天井
小梁２５及び床小梁２６は、それぞれ同一の間隔で且つ短辺側（妻側）の天井大梁２２及
び床大梁２３と平行に延びている。天井小梁２５及び床小梁２６はそれぞれリップ溝形鋼
よりなる。天井小梁２５の下側にはその天井小梁２５により支持される天井面材が配置さ
れており、床小梁２６の上側にはその床小梁２６により支持される床面材が配置されてい
る。
【００３０】
　なお、建物ユニット２０においては、柱２１、天井大梁２２、床大梁２３、天井小梁２
５、床小梁２６を含んで躯体が構成されている。
【００３１】
　図１の説明に戻り、建物１０において屋根１３には太陽光発電を行う太陽光パネル装置
３５が設けられている。太陽光パネル装置３５は、太陽光が照射されることにより太陽光
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発電を行う一対の太陽光パネル３６，３７を有しており、それら太陽光パネル３６，３７
は、二階部分１２を構成する建物ユニット２０に設置されている。
【００３２】
　建物ユニット２０はそれぞれの長辺を隣り合わせて横並びに配置されている。また、一
対の太陽光パネル３６，３７はそれぞれ長方形板状に形成されており、それら太陽光パネ
ル３６，３７の長辺は建物ユニット２０の長辺と平行に延びている。太陽光パネル３６，
３７は、互いに隣り合う長辺側端部が高位側となるようにそれぞれ傾斜しており、全体と
して略中央が上方に突出した山形状となっている。
【００３３】
　なお、屋根１３の上において太陽光パネル３６と太陽光パネル３７とは交互に配置され
ており、太陽光パネル３６，３７により形成された山部が複数存在している。
【００３４】
　ところで、ユニット式建物は、ユニット製造工場にて製造された建物ユニット２０がト
ラック等の搬送手段により建物施工現場に搬送され、建物施工現場において建物ユニット
２０の設置作業やユニット間の連結作業が行われることにより構築される。ここで、建物
ユニット２０と太陽光パネル装置３５とが別々に建物施工現場に搬送されると、建物ユニ
ット２０に対して太陽光パネル装置３５の載置作業や連結作業などを行う必要がある。
【００３５】
　これに対して、本実施形態では、太陽光パネル装置３５の載置作業や連結作業などがユ
ニット製造工場において行われ、建物ユニット２０と太陽光パネル装置３５とが一体化し
た状態でまとめて建物施工現場に搬送される構成としている。この構成によれば、建物施
工現場において太陽光パネル装置３５の載置作業や連結作業などを行う必要がないため、
建物施工現場での作業工数の低減を図ることができる。
【００３６】
　ここでは、ユニット製造工場において太陽光パネル装置３５の設置作業が完了した状態
の建物ユニット２０について図３～図６を参照しつつ説明する。
【００３７】
　図３は太陽光パネル装置３５付きの建物ユニット２０の斜視図、図４は太陽光パネル３
６，３７の支持構造を示す図、図５は太陽光パネル装置３５付きの建物ユニット２０の支
持レール５５周辺の断面図、図６は太陽光パネル装置３５付きの建物ユニット２０の平面
図である。なお、図４には建物ユニット２０を短手方向から見た図を示し、図５には建物
ユニット２０を長手方向から見た図を示す。また、図６においては（ａ）に太陽光パネル
３６の図示を省略した図を示し、（ｂ）に太陽光パネル３６が第１状態にある場合の図を
示し、（ｃ）に太陽光パネル３６が第２状態にある場合の図を示す。
【００３８】
　図３に示す建物ユニット２０は、建物ユニット上部としての屋根部が一体に設けられた
ものであり、建物１０において二階部分１２を構成するユニット本体部４１と、屋根１３
（陸屋根）を構成するユニット屋根部４２と、外壁１６を構成する外壁部４３とを有して
いる。太陽光パネル装置３５において一対の太陽光パネル３６,３７はユニット屋根部４
２の上に横並びで載置されており、ユニット屋根部４２の上面であるユニット屋根面４２
ａに沿って略水平方向に延びている。太陽光パネル３６，３７は、全体としてユニット屋
根面４２ａと同じ大きさ及び形状となっており、それら太陽光パネル３６，３７はユニッ
ト屋根面４２ａのほぼ全体を上から覆った状態となっている。
【００３９】
　太陽光パネル３６，３７は同じ形状及び大きさであり、ユニット屋根面４２ａを短手方
向に二分している。また、太陽光パネル３６,３７は、複数のパネル部４５が横並びに配
置されることでそれぞれ形成されている。
【００４０】
　図４に示すように、一対の太陽光パネル３６，３７は隣り合う長辺側の端部がヒンジ部
材５３により回動可能に連結されており、ヒンジ部材５３とは反対側の端部側がパネル脚
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部５１によりそれぞれ支持されている。ヒンジ部材５３は、太陽光パネル３６，３７の境
界部に沿って並ぶように複数設けられており、ヒンジ部材５３の回動軸はユニット屋根面
４２ａに沿って太陽光パネル３６，３７の長手方向に延びている。パネル脚部５１は、太
陽光パネル３６，３７の下方において上下方向に延びている。
【００４１】
　パネル脚部５１は、そのパネル脚部５１に対して回動可能な回動軸部５２を介して太陽
光パネル３６，３７に接続されている。回動軸部５２は太陽光パネル３６，３７の下面に
取り付けられており、回動軸部５２の回動軸５２ａはヒンジ部材５３の回動軸と平行に延
びている。また、ユニット屋根部４２には、パネル脚部５１のスライド移動を可能とする
支持レール５５が設けられている。支持レール５５は、ユニット屋根部４２の上に載置さ
れており、ユニット屋根面４２ａに沿って回動軸部５２の回動軸と直交する方向に延びて
いる。なお、パネル脚部５１、回動軸部５２及び支持レール５５を含んで支持手段が構成
されている。
【００４２】
　この場合、一対の太陽光パネル３６，３７は、それぞれのヒンジ部材５３側の端部が上
昇する方向に回動軸部５２が回動しつつ、それぞれのパネル脚部５１が水平方向において
ヒンジ部材５３側に近づく方向に支持レール５５に沿ってスライド移動し、さらにヒンジ
部材５３により相互の角度が小さくなることにより、水平方向に延びる第１状態（実線で
図示した状態）から、ヒンジ部材５３側を高位側となるように傾斜した第２状態（二点鎖
線で図示した状態）に移行する。この場合、太陽光パネル３６，３７においてユニット屋
根部４２の周縁部側にある長辺側端部は、太陽光パネル３６，３７の傾斜に伴ってユニッ
ト屋根部４２の内側にスライド移動し、その移動距離は太陽光パネル３６，３７の傾斜角
度が大きいほど大きくなる。
【００４３】
　なお、太陽光パネル３６，３７は、ユニット屋根部４２（建物ユニット上部）における
四方の各端辺部のうち、短辺側の端辺部に対して平行となる角度を含む所定の角度範囲内
で可動となっている。ゆえに、第１状態では、太陽光パネル３６，３７が短辺側の端辺部
に対して平行になり、第２状態では、太陽光パネル３６，３７が短辺側の端辺部に対して
傾斜する構成となっている。
【００４４】
　支持レール５５はその長手方向に延びる溝部５５ａを有し、パネル脚部５１は溝部５５
ａに係合する係合部５６を有しており（図５参照）、パネル脚部５１は係合部５６が溝部
５５ａに係合した状態でその溝部５５ａに沿ってスライド移動する。また、一対の太陽光
パネル３６，３７においてヒンジ部材５３により連結されている部分が中間連結部に相当
する。また、それら太陽光パネル３６，３７を相対的な回転が可能に連結する連結部材と
しては、ヒンジ部材５３の他に、柔軟性を有する材料などにより形成された部材が挙げら
れる。
【００４５】
　パネル脚部５１には、そのパネル脚部５１が支持レール５５に対してスライド移動する
ことを規制するストッパ５７が設けられている。ストッパ５７は、規制状態と非規制状態
とに移行可能となっており、規制状態とされた位置にてパネル脚部５１のスライド移動を
規制する。したがって、ストッパ５７が規制状態とされることにより一対の太陽光パネル
３６，３７のそれぞれが第２状態にて保持される。
【００４６】
　ここで、建物ユニット２０のユニット屋根部４２の構成について説明すると、図５に示
すように、ユニット屋根部４２は、屋根小梁としての屋根フレーム６１と、屋根フレーム
６１の上に載置された野地板６２と、野地板６２の上に載置された断熱材６３と、断熱材
６３の上に設けられユニット屋根面４２ａを形成する防水シート６４とを含んで構成され
ている。屋根フレーム６１は角形鋼よりなり、その屋根フレーム６１の上面が天井大梁２
２の上面より上方に位置する状態で配置されている。なお、野地板６２、断熱材６３及び
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防水シート６４を含んで屋根面形成部が構成されている。
【００４７】
　屋根フレーム６１はブラケット部材を介して長辺側の天井大梁２２に連結されており（
図６（ａ）参照）、屋根フレーム６１の上面は天井大梁２２だけでなく柱２１及び天井小
梁２５の上面より上方に存在している。また、ブラケット部材は天井大梁２２及び屋根フ
レーム６１に対してボルト締めや溶接等により固定されており、野地板６２はビスや釘等
により屋根フレーム６１に固定されている。
【００４８】
　支持レール５５は、建物ユニット２０において短辺側の天井大梁２２に対して支持ブラ
ケット７２を介して固定されている。具体的には、ユニット屋根部４２にはそのユニット
屋根部４２を貫通し、上方及び下方に突出するアンカーボルト７１が設けられており、そ
のアンカーボルト７１は支持ブラケット７２を介して天井大梁２２により支持されている
。支持ブラケット７２はボルト締めや溶接等により天井大梁２２のフランジに取り付けら
れており、アンカーボルト７１は、支持ブラケット７２における野地板６２の下面に沿っ
て延びる部分に対して固定されている。そして、支持レール５５は防水シート６４の上に
載置された状態でアンカーボルト７１に対するナットの締め付けにより固定されている。
なお、支持レール５５は支持ブラケット７２を介して屋根フレーム６１や天井小梁２５に
連結されていてもよい。
【００４９】
　アンカーボルト７１の設置部分において防水シート６４は、アンカーボルト７１に設け
られたフランジ部７５と、ユニット屋根部４２の防水シート６４の下方に設けられた防水
用板材７６とにより挟まれており、それによってアンカーボルト７１が貫通している部分
から水が屋内側に浸入することが防止されている。また、フランジ部７５の下面にはシー
ト状の防水材７７が設けられており、その防水材７７が防水シート６４とともにフランジ
部７５と防水用板材７６とに挟まれている。この場合、防水材７７によりアンカーボルト
７１設置部分における防水性能の向上が図られている。
【００５０】
　図６（ａ）に示すように、屋根フレーム６１は、建物ユニット２０において長辺部に沿
って延び且つ相対する天井大梁２２の間に所定間隔で複数架け渡されている。屋根フレー
ム６１に野地板６２や断熱材６３、防水シート６４が載置されている部分の周縁部、すな
わちユニット屋根面４２ａの周縁部は、外壁部４３の上方においてはその屋外面に沿って
延びているとともに、建物１０が構築された状態において隣り合う建物ユニット２０との
境界部においては天井大梁２２より内側に離間した位置にてその天井大梁２２に沿って延
びている。この場合、建物ユニット２０においてユニット屋根面４２ａの周縁部より外側
は、ユニット屋根面４２ａが設置されていない非設置部分となっており、ユニット屋根面
４２ａの非設置部分においては、柱２１及び天井大梁２２の各上面が上方に露出している
とともに、ユニット屋根面４２ａの周縁部と天井大梁２２との間において屋根フレーム６
１の上面の一部が上方に露出している。
【００５１】
　例えば、上面が露出された短辺側の天井大梁２２の隣の屋根フレーム６１においては、
その上面の略半分が野地板６２の設置面となっており、残りの略半分は野地板６２の非設
置面となっている（図５参照）。また、上面が露出された長辺側の天井大梁２２に連結さ
れた屋根フレーム６１においては、その連結部分の近傍が野地板６２の非設置面となって
いる。
【００５２】
　なお、外壁部４３の両端の柱２１の上方にはユニット屋根面４２ａの非設置部分が形成
されているが、それら柱２１の間の上方にはユニット屋根面４２ａが設置されている。
【００５３】
　支持レール５５は、ユニット屋根面４２ａの設置部分に設けられている。この場合、支
持レール５５は、ユニット屋根面４２ａの周縁部より内側に離間させた位置において屋根
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フレーム６１と平行に延びており、ユニット屋根面４２ａの非設置部分にははみ出してい
ない。
【００５４】
　図６（ｂ）に示すように、一対の太陽光パネル３６，３７がそれぞれ第１状態にある場
合、建物ユニット２０の全体が太陽光パネル３６，３７により上方から覆われた状態とな
っている。この場合、ユニット屋根面４２ａの設置部分及び非設置部分の両方の上方には
太陽光パネル３６，３７のいずれかが存在している。
【００５５】
　これに対して、図６（ｃ）に示すように、一対の太陽光パネル３６，３７がそれぞれ第
２状態にある場合、それら太陽光パネル３６，３７の傾斜に伴って、太陽光パネル３６に
おけるヒンジ部材５３とは反対側の端部がユニット屋根面４２ａの周縁部より内側にスラ
イド移動しており、建物ユニット２０の長辺方向に延びるユニット屋根面４２ａの非設置
部分が上方に露出される。この場合、ユニット屋根部４２上において太陽光パネル３６,
３７の投影面積は第１状態にある場合に比べて小さくなっており、その小さくなった分に
よりユニット屋根面４２ａの非設置部分が露出されることになる。なお、一対の太陽光パ
ネル３６，３７は、傾斜角度が所定角度より大きくなることにより第２状態に移行するこ
とになる。
【００５６】
　建物１０において隣り合う建物ユニット２０は、各建物ユニット２０が隣接している部
分においてそれら柱２１の柱頭部分に１つのドッキングプレート８１が取り付けられるこ
とで連結されている。ここでは、建物ユニット２０同士を連結する連結構造について図７
を参照しつつ説明する。図７は二階部分１２における建物ユニット２０の連結構造を示す
平面図であり、（ａ）に太陽光パネル装置３５付きの建物ユニット２０周辺の構成を示し
、（ｂ）に建物ユニット２０同士の連結部分の構成を示す。なお、図７は、一対の太陽光
パネル３６，３７が第２状態にある場合の図である。
【００５７】
　図７（ａ）に示すように、二階部分１２では、複数の建物ユニット２０の各柱２１が集
まっている部分において、連結具としてのドッキングプレート８１が建物ユニット２０間
のドッキングラインＤＬ（ユニット境界線）を跨いた状態で各柱２１に取り付けられてい
る。柱２１が２本隣接している部分では２本用のドッキングプレート８１が設置されてお
り、柱２１が４本隣接している部分では４本用のドッキングプレート８１が設置されてい
る。
【００５８】
　図７（ｂ）に示すように、２つの建物ユニット２０の各柱２１が２本隣接している部分
において、それら柱２１には、その上面から上方へ突出する突出部としてのスタッキング
ピン８２がそれぞれ設けられている。ドッキングプレート８１は、スタッキングピン８２
を挿通可能な挿通孔８３が形成された板材となっており、挿通孔８３にスタッキングピン
８２が挿通された状態で柱２１の上面に載置されている。これにより、柱２１同士がそれ
ぞれの上面においてドッキングプレート８１により連結されている。この場合、柱２１の
上面がドッキングプレート８１の装着される被装着部となっている。
【００５９】
　次に、建物施工現場において建物ユニット２０が設置される際の作業手順について図８
を参照しつつ説明する。図８は建物ユニット２０の設置作業の手順を示す図である。
【００６０】
　建物ユニット２０がユニット製造工場において製造された後、太陽光パネル３６，３７
を第１状態としたまま建物ユニット２０をトラック等の搬送手段により建物施工現場に搬
送し、図８（ａ）に示すように二階部分１２において横並びに配置する。
【００６１】
　そして、図８（ｂ）に示すように、建物ユニット２０のそれぞれについて太陽光パネル
３６，３７を第１状態から第２状態に移行させる。この場合、太陽光パネル３６，３７の
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連結側端部（ヒンジ部材５３側端部）を手作業で上方に持ち上げるなどすることにより、
パネル脚部５１を連結側に向けてスライド移動させることで太陽光パネル３６，３７の傾
斜角度を容易に調整することができる。
【００６２】
　その後、図８（ｃ）に示すように、２つの建物ユニット２０において隣接している柱２
１の上面に対してドッキングプレート８１を取り付ける。この場合、太陽光パネル３６，
３７が第２状態とされることによりユニット屋根面４２ａの非設置部分が上方に露出され
るため、柱２１の上方には太陽光パネル３６，３７が存在しない空きスペースが確保され
る。これにより、その空きスペースを利用して、ドッキングプレート８１を上方から下ろ
すように柱２１の上面に載置しつつ、ドッキングプレート８１の挿通孔８３にスタッキン
グピン８２を挿通させることができる。
【００６３】
　ドッキングプレート８１の取り付け作業を行った後、建物ユニット２０の各ユニット屋
根面４２ａの周縁部の間に、各ユニット屋根面４２ａと一体的に屋根面を形成する屋根繋
ぎ部８５を形成する作業を行う。屋根繋ぎ部８５は、野地板６２と同じ材料にて形成され
た野地板繋ぎ材と、断熱材６３と同じ材料にて形成された断熱繋ぎ材と、防水シートと同
じ材料にて形成された防水繋ぎ材とを含んで構成されている。
【００６４】
　屋根繋ぎ部８５を形成する作業では、まず、建物ユニット２０の各ユニット屋根面４２
ａの非設置部分において、野地板繋ぎ材を屋根フレーム６１の非設置面の上に載置し、ビ
スや釘等により屋根フレーム６１に固定する。そして、断熱繋ぎ材を野地板繋ぎ材の上に
載置し、さらに断熱繋ぎ材の上に防水繋ぎ材を敷設する。ここで、防水繋ぎ材は野地板繋
ぎ材や断熱繋ぎ材より大きくなっており、防水繋ぎ材を建物ユニット２０の各ユニット屋
根部４２の防水シート６４の上に重ねるように敷設し、それら防水シート６４に対して溶
着する。これにより、ユニット屋根部４２と屋根繋ぎ部８５との境界部における防水性を
確保している。
【００６５】
　なお、野地板繋ぎ材は、隣り合う建物ユニット２０の各野地板６２の間に嵌め込まれた
状態となっている。この場合、建物ユニット２０においてユニット製造工場にてあらかじ
め取り付けられた野地板６２が主野地板に相当し、野地板繋ぎ材が繋ぎ野地板に相当する
。
【００６６】
　また、ユニット屋根部４２においては支持レール５５がユニット屋根面４２ａの周縁部
から内側に離間しているため、その離間部分において防水シート６４の上に防水繋ぎ材を
重ねることができる。この場合、離間部分が防水繋ぎ材を敷設するための敷設部分に相当
する。
【００６７】
　本実施形態では、建物施工現場において建物１０が構築された後、太陽光パネル装置３
５に駆動電力が供給され、その駆動電力により太陽光パネル３６，３７の傾斜角度の調整
が行われる構成となっており、その傾斜角度制御を行う太陽光パネル制御システムが構築
されている。ここでは、太陽光パネル制御システムについて図９を参照しつつ説明する。
図９は太陽光パネル制御システムに関する電気的な構成を示すブロック図である。
【００６８】
　図９に示すように、太陽光パネル制御システムは制御手段としてのコントローラ９１を
有している。コントローラ９１はＣＰＵや各種メモリ等からなるマイクロコンピュータを
含んで構成されており、建物１０内に設けられている。コントローラ９１には、建物１０
の屋根１３の上面に鳥等の動物がいることを検出する動物センサ９２と、降雨を検出する
降雨センサ９３とが接続されており、これら動物センサ９２及び降雨センサ９３はコント
ローラ９１に対して検出信号を出力する。動物センサ９２は、太陽光パネル３６，３７の
下側に設けられており、太陽光パネル３６，３７の下側に動物が入り込んだ場合にその動
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物を検出する。降雨センサ９３は屋根１３に設けられており、雨滴を感知することで降雨
を検出する。
【００６９】
　コントローラ９１には、太陽光パネル３６，３７の傾斜角度の駆動調整を行うパネル駆
動部９５と、報知動作を行う報知装置９６とが接続されている。パネル駆動部９５は太陽
光パネル装置３５の回動軸部５２に設けられている。また、電気モータを含んで構成され
ており、駆動することで回動軸部５２を回動させて太陽光パネル３６，３７に駆動傾斜を
行わせる。報知装置９６は建物１０内に設けられている。また、スピーカや表示モニタを
有しており、報知音声の出力や報知画面の表示を行う。
【００７０】
　コントローラ９１は、動物センサ９２の検出信号に基づいて太陽光パネル３６，３７の
下側に動物がいるか否かを判定し、動物がいると判定した場合は、動物を威嚇して追い払
うためにパネル駆動部９５を駆動させて太陽光パネル３６，３７を一時的に回動させる。
そして、太陽光パネル３６，３７を回動させた後に再び動物の有無を判定し、まだ動物が
いると判定した場合は報知装置９６に報知動作を行わせて太陽光パネル３６，３７の下側
に動物がいる旨を住人等に知らせる。
【００７１】
　また、コントローラ９１は、降雨センサ９３の検出信号に基づいて雨が降っているか否
かを判定し、雨が降っていると判定した場合は太陽光パネル３６，３７の傾斜角度が大き
くなるようにパネル駆動部９５を駆動させる。これにより、太陽光パネル３６，３７の受
光面３８に付着したゴミや埃などを雨とともに流し落とすことができる。
【００７２】
　以上詳述した本実施形態によれば、以下の優れた効果が得られる。
【００７３】
　太陽光パネル装置３５を支持レール５５や回動軸部５２、ヒンジ部材５３などにより建
物ユニット２０に取り付ける作業がユニット製造工場にて行われ、建物ユニット２０が太
陽光パネル装置３５付きの状態で建物施工現場に搬送される。このため、太陽光パネル３
６，３７を建物ユニット２０に載せる作業や、太陽光パネル３６，３７と建物ユニット２
０とを連結する作業などを建物施工現場において省くことができる。したがって、ユニッ
ト式の建物１０を構築する際に建物施工現場における作業工数の低減を図ることができる
。
【００７４】
　建物ユニット２０においてユニット屋根面４２ａは略水平方向に延びているため、太陽
光パネル３６，３７を第１状態とすることにより、太陽光パネル３６，３７を含めた建物
ユニット２０の高さ寸法を極力小さくすることができる。これは、建物ユニット２０を太
陽光パネル装置３５付きの状態で搬送する際に高さ方向の輸送制限を回避する上で効果的
である。また、建物施工現場において建物１０の完成後に太陽光パネル３６，３７を傾斜
させることにより、太陽光パネル３６，３７への太陽光の照射効率を高めることができる
。したがって、太陽光パネル装置３５付きの建物ユニット２０を搬送する上で好都合であ
るとともに、太陽光パネル３６,３７により発電が行われる上で好都合な構成を実現でき
る。
【００７５】
　太陽光パネル３６，３７は、ヒンジ部材５３とは反対側の端部がヒンジ部材５３側にス
ライド移動することにより傾斜して第２状態に移行するため、第２状態にある場合の太陽
光パネル３６，３７の投影面積は第１状態にある場合に比べて小さくなる。このため、投
影面積が小さくなった分を利用して、建物ユニット２０において上方に太陽光パネル３６
，３７の存在しない空きスペースを確保でき、その空きスペースを利用して建物１０構築
に際しての各種作業を行うことができる。これにより、太陽光パネル３６，３７を傾斜さ
せることは、建物１０完成後に受光面３８への太陽光の照射量を増加させることにとって
都合が良いだけでなく、建物ユニット２０の上方に空きスペースを確保することにとって
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も都合が良いと言える。
【００７６】
　太陽光パネル３６,３７が第２状態に移行した場合、空きスペースは建物ユニット２０
の柱２１の上方に確保されるため、その柱２１の上面を上方に露出させることができる。
このため、建物ユニット２０を太陽光パネル装置３５付きの状態で建物施工現場に搬送し
ても、柱２１の上面にドッキングプレート８１を取り付ける際に太陽光パネル３６，３７
が支障となることを抑制できる。特に、ドッキングプレート８１の取り付け作業は、ドッ
キングプレート８１の挿通孔８３に柱２１の上面のスタッキングピン８２を挿通させつつ
、ドッキングプレート８１を柱２１の上面に載置するという作業であるため、ドッキング
プレート８１を上方から下ろすようにして柱２１の上面に載置する必要がある。したがっ
て、柱２１の上方に空きスペースが確保されていることはドッキングプレート８１の取り
付け作業の容易化を図る上で都合が良い。
【００７７】
　ここで、太陽光パネル３６，３７が第１状態にある場合には柱２１の上方等に空きスペ
ースが確保されていなくてもかまわないため、太陽光パネル３６，３７が第１状態にある
状態で受光面３８の面積を輸送制限の限度まで大きくすることができる。つまり、太陽光
パネル３６，３７の発電能力を極力大きくすることができる。
【００７８】
　太陽光パネル３６，３７は回動軸部５２により回動可能に支持されているため、太陽光
パネル３６，３７を回動させる上で好適な構成が実現されている。また、回動軸部５２は
支持レール５５に沿ってスライド移動可能となっているため、太陽光パネル３６，３７を
回動させるだけでは建物ユニット２０の柱２１の上方に空きスペースが確保されない場合
でも、太陽光パネル３６，３７を回動させつつ回動軸部５２をスライド移動させることに
より作業スペースを確保することができる。したがって、柱２１に対する太陽光パネル３
６，３７の設置位置の自由度を高めることができる。
【００７９】
　一対の太陽光パネル３６，３７はそれぞれの回動先端側がヒンジ部材５３により連結さ
れており、それら太陽光パネル３６，３７が第２状態とされた場合はヒンジ部材５３側が
高位側となって全体として山形状になる。この場合、太陽光パネル３６，３７の傾斜角度
は回動軸部の移動距離によって変化するため、単に回動軸部をスライド移動させることに
より太陽光パネル３６，３７を第２状態に移行させることができる。つまり、太陽光パネ
ル３６，３７を第２状態に移行させる作業を容易化することができる。
【００８０】
　搬送時点においてユニット屋根部４２には屋根繋ぎ部８５（野地板繋ぎ材等）が設置さ
れておらず建物ユニット２０は未完成となっているため、建物施工現場において建物ユニ
ット２０が設置された後に、建物ユニット２０におけるユニット屋根面４２ａの非設置部
分に屋根繋ぎ部８５を設置する必要がある。これに対して、建物ユニット２０のユニット
屋根部４２において、支持レール５５がユニット屋根面４２ａの周縁部より内側（野地板
６２の上）に配置されており、支持レール５５はユニット屋根面４２ａの非設置部分には
み出していない。したがって、建物施工現場においてユニット境界線を跨ぐように複数の
建物ユニット２０に対して屋根繋ぎ部８５が取り付けられる際に、その取り付け作業にと
って支持レール５５が支障となることを回避できる。
【００８１】
　建物ユニット２０のユニット屋根面４２ａにおいてそのユニット屋根面４２ａの周縁部
と支持レール５５との間に敷設部分が設けられているため、ユニット屋根面４２ａの非設
置部分に屋根繋ぎ部８５が形成される場合に、防水繋ぎ材を敷設部分において防水シート
６４の上に重ねて敷設することができる。この場合、ユニット屋根面４２ａの上に支持レ
ール５５が載置されている構成であっても、ユニット屋根部４２と屋根繋ぎ部８５との境
界から建物１０内に水が浸入することを防止できるため、建物１０の屋根１３の防水性を
確保できる。
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【００８２】
　（他の実施形態）
　本発明は上記実施形態の記載内容に限定されず、例えば次のように実施してもよい。
【００８３】
　（１）一対の太陽光パネル３６，３７は中間連結部において、互いの離間距離が可変に
調整可能に連結されていてもよい。例えば、図１０に示すように、一対の太陽光パネル３
６,３７が中間連結部において連結部材９９により連結されており、連結部材９９は各太
陽光パネル３６,３７の下面に沿ってスライド移動可能な構成とする。この構成では、太
陽光パネル３６,３７には、中間連結部側の端部から反対側の端部に向けて延びるレール
部がそれぞれ設けられており、連結部材９９は各レール部と係合した状態でそれらレール
部に沿ってスライド移動する。また、太陽光パネル３６を支持する各パネル脚部５１はそ
れぞれスライド移動しない状態で支持レール５５に対して取り付けられており、各回動軸
部５２は固定軸となっている。この場合、一対の太陽光パネル３６，３７がそれぞれ傾斜
して第２状態に移行すると、それに伴って太陽光パネル３６，３７の離間距離が大きくな
る。
【００８４】
　かかる構成によれば、一対の太陽光パネル３６,３７が第２状態に移行した場合に、そ
れら太陽光パネル３６,３７の離間距離が大きくなるが、その場合の太陽光パネル３６,３
７の投影面積が小さくなるという構成に関しては、上記実施形態と同様の効果を奏するこ
とができる。また、一対の太陽光パネル３６,３７の傾斜に伴ってそれら太陽光パネル３
６,３７の離間距離が大きくなる構成では、建物ユニット２０の上方に太陽光パネル３６,
３７が存在しない空きスペースをそれら太陽光パネル３６,３７の中間連結部の下方に確
保できる。したがって、一対の太陽光パネル３６,３７の中間連結部の下方において、建
物１０を構築するための作業（建物ユニット２０の連結作業や防水材敷設作業）を空きス
ペースを利用して行うことができる。
【００８５】
　なお、回動軸部５２には、太陽光パネル３６，３７を所定の傾斜角度で保持する角度保
持部材が設けられている。これにより、角度保持部材により太陽光パネル３６，３７の傾
斜角度が保持されることで、太陽光パネル３６，３７を第１状態及び第２状態にて保持す
ることができる。
【００８６】
　また、一対の太陽光パネル３６,３７のうち一方のパネル脚部５１がスライド移動可能
であり、他方のパネル脚部５１がスライド移動不可である構成としてもよい。この場合、
それら太陽光パネル３６，３７のうち一方の回動軸部５２が可動軸とされ、他方の回動軸
部５２が固定軸とされる。
【００８７】
　さらに、一対の太陽光パネル３６,３７は連結されておらず、各々独立して第２状態に
移行する構成としてもよい。
【００８８】
　（２）建物ユニット２０において太陽光パネル３６，３７がパネル支柱により下方から
支持されることで第２状態にて保持される構成としてもよい。例えば、図１１に示すよう
に、建物ユニット２０に太陽光パネル１０１が設けられており、太陽光パネル１０１は、
一方の長辺側端部寄りにて回動軸部１０２を介してパネル脚部１０３により支持され、他
方の長辺側端部寄りにて回動軸部１０５を介してパネル支柱としての支持アーム１０６に
より支持されている構成とする。
【００８９】
　支持アーム１０６は起立状態と非起立状態とに移行可能となっている。支持アーム１０
６における回動軸部１０２とは反対側の端部は、支持レール５５と係合した状態でその支
持レール５５に沿ってスライド移動し、ユニット屋根面４２ａに対する支持アーム１０６
の傾斜角度が小さくなる方向に支持レール５５側の端部がスライド移動すると、支持アー
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ム１０６は起立状態から非起立状態に移行する。支持アーム１０６は、起立状態にある場
合に第２状態にある太陽光パネル１０１の状態保持を行い、太陽光パネル１０１が第１状
態にある場合には非起立状態となる。これにより、建物ユニット２０の搬送時において、
高さ方向の輸送制限を回避するために太陽光パネル１０１を第１状態に移行させたにもか
かわらず、支持アーム１０６が起立状態にあるために高さ方向の輸送制限を回避できない
という不都合を抑制できる。
【００９０】
　また、太陽光パネル１０１は第１状態にある場合に建物ユニット２０のユニット屋根面
４２ａ全体を上方から覆っている。これに対して、太陽光パネル１０１が第２状態に移行
した場合、太陽光パネル１０１においてユニット屋根面４２ａの非設置部分（柱２１の上
面が露出している部分）側の端部が高位側となる。この場合、太陽光パネル１０１の高位
側端部は傾斜角度が大きくなるほど水平方向においてユニット屋根面４２ａの非設置部分
よりユニット内側に移動する。したがって、パネル脚部１０３がスライド移動しなくても
ユニット屋根面４２ａの非設置部分においてドッキングプレート８１を取り付けるための
作業スペースを確保できる。また、この場合、仮に太陽光パネル１０１の高位側端部がユ
ニット屋根面４２ａの非設置部分の上方に存在していても、その高位側端部はユニット屋
根面４２ａの非設置部分から上方に離間しているため、太陽光パネル１０１の下面と柱２
１の上面との間に作業スペースを確保することができる。
【００９１】
　（３）上記実施形態では、支持レール５５がユニット屋根部４２に設けられているが、
支持レール５５は太陽光パネル３６，３７に設けられていてもよい。例えば、支持レール
５５が太陽光パネル３６，３７の下面側に設けられ、回動軸部５２が支持レール５５に沿
って移動し、パネル脚部５１がユニット屋根部４２に取り付けられている構成とする。こ
の場合、パネル脚部５１は回動軸部５２を介して支持レール５５に接続されているため、
太陽光パネル３６，３７はユニット屋根面４２ａに対して傾斜しつつパネル脚部５１に対
してスライド移動が可能となる。これにより、太陽光パネル３６，３７を第２状態に移行
させることができる。
【００９２】
　（４）太陽光パネル３６，３７は、第２状態に移行した場合に、隣接する天井大梁２２
同士を連結する連結部材が取り付けられる部分、防水シートを後付けする部分などの上方
に作業スペースを確保する構成とされていてもよい。また、ドッキングプレート８１は柱
２１の上面に載置されるのではなく、柱頭部分の側面に取り付けられてもよい。
【００９３】
　（５）建物ユニット２０においてユニット屋根面４２ａの非設置部分は少なくとも柱２
１の上方に形成されていればよい。例えば、柱２１の上面を上方に露出させる切り欠き部
がユニット屋根面４２ａ（野地板６２、断熱材６３及び防水シート６４）に形成されてい
る構成とする。
【００９４】
　（６）二階部分１２を構成する建物ユニット２０についてそのユニット屋根面４２ａは
傾いてもよい。この場合、建物ユニット２０の搬送に際しては、ユニット屋根面４２ａに
対する太陽光パネル３６，３７の相対的な傾斜角度を高さ方向の輸送制限を回避できる角
度とすることが好ましい。
【００９５】
　（７）上記実施形態では、太陽光パネルを、建物ユニット上部としての屋根部に支持さ
せる構成としたが、これを変更してもよい。例えば、建物ユニットにおいて、外壁パネル
の上部（これが建物ユニット上部に相当）に、太陽光パネルを支持させる構成としてもよ
い。この場合、外壁パネルの上端部に支持手段（支持レール５５等）が設けられる。なお
、屋根部は、人が屋上スペースとして利用できるものであってもよい。
【００９６】
　（８）建物ユニット上部は、屋根部として設けられる以外の構成であってもよい。例え
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する。この場合、支持手段（支持レール等）は、建物ユニット上部を構成する四辺の天井
大梁部に設けられ、その天井大梁部に対して可動（角度変更可能）となっている。なお、
天井大梁部は、例えば天井大梁２２とそれを覆う大梁カバーとにより構成される。天井大
梁部が、建物ユニット上部の端辺部に相当する。可動式の太陽光パネル自体を、屋根部と
して構成することも可能である。
【００９７】
　建物ユニット上部に開口部が設けられる構成（例えば屋根部の無い構成）では、その開
口部に入り込むようにして太陽光パネルが動くものであってもよい。この場合、太陽光パ
ネルは、ユニット天井大梁が延びる方向（水平方向）に対して、上側及び下側の両方に角
度変更できるように角度範囲が定められているとよい。
【符号の説明】
【００９８】
　１０…ユニット式建物としての建物、２０…建物ユニット、２１…柱、２２…天井大梁
、２３…床大梁、３６…太陽光パネル、３７…太陽光パネル、４２…建物ユニット上部と
しての屋根部、４２ａ…屋根面、５１…支持手段を構成するパネル脚部、５２…支持手段
を構成する回動軸部、５５…支持手段を構成する支持レール、６２…野地板、８１…連結
具としてのドッキングプレート、８５…繋ぎ野地板を有する屋根繋ぎ部、１０１…太陽光
パネル、１０２…支持手段を構成する回動軸部、１０３…支持手段を構成するパネル脚部
、１０５…支持手段を構成する回動軸部、１０６…パネル支柱としての支持アーム。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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